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序 文

同連人口基金 (UNFPA)の主たる目的の一つは、人口の動向と、それによって引き起こされる様々な

課題に関する認識を高め、各同がそれらに適切に対応した活動を行うことを支援することである。そ

の中でもカギとなるのは、人口と環境の相関関係である。

学者や実務担当者の問で、人口の数(人υ規模)が自然現境に与える影響についての関心が高ま っ

ている。地球規棋で見れば、人nのI骨加と生産 消費パターンが地球の白然環境に大きな彩響を及ぼ

していることは明らかである。一見矛盾した表現のようだが、今日の世界における膨大な数の貧同者

とあまりにも鞭かな生活のいずれもが、地球の未来を脅かしていることは良〈知られており、多くの

人は現{tの生前を長期的に持続することはできないと考え ている。

人口t環境の相関関係が議要な意l件、を持つことは、ブラジノレのリオデジャネイロで開催された1992

年同連原境開発会議(UNCED)ならびに、エジプトのカイロで開催された1994年同際人口開発会議(ICPD)
の行動計画に明雄に取り 上げられ、この相関についての認識を高めるための努力が行われた。ICPDの

行動計両では、人口、経済成長の持続、貧困および環境の複雑な相関関係に特に休目することで、 UNCED
で採択された行動計画「アジエンダ21Jの第 5章にある人円と環境の相関領成の問題を更に大きく取

り扱った。 ICPDの行動計画は ~3 章において、持続 nf ti~な開発ならびに他全な環境を築き上げる百十illii

の中に「人 UJ の要素を必ず Jr~ リ込み、統合するよう、各国政府に強〈勧告している 。 また、人μ転

換を凶 1)、持続nfti官な開発を達成する上で、重安となる峨々な要闘に女性および女児の地位が及1;1:す

重大な影響や、地域社会、図、および国際レベルにおける人口および球場に関する意思決定に女'1'1を
巻き込んでいくことも強調されている。

本冊子は、 UNFPAの支ほと積極的参加の 1¥1997年5月に実施されたミシ庁ン大学の人U環境変動

プロジェク卜 (PEDP)および米国mD!J庁 (USAID)が資金を提供する、同大学の人口環境特別研究貝プ

ログラムによって開催された ワーク y ョ yプでの談論を分析 ・終理 したものである。ワークショ yプ

には、人口 -E;;{境の分野町研究咋門家ならびに実務担当者が参加し、 1980年代からこの分別で実地さ

れてきた研究や議論から学ぼうと熱心な取り組みが見られた。

ワ クショ yプではい‘なぜ人U と膿境の要因を|具!辿づけるか"その「理由J を附い、i・いかに Lて

これりの相|品l関係をより良〈発民させることができるのか'その r}j法J について談論が行われた。

本書では、人口と環境の相関関f，v，のJ!l(解を深め、目白康的ではなく建設的な方法でこの問題に対処する

ために、専門的な科学分野と専門閥発機関の聞に絡を架けることを戦時として提案している。パラ/

えの取れた人nと環境の相関関係は、持続可能なJJ日発を促進し、人頬の福利のみならず生態系の 1);況

改持を同指す共通の目標の1，1;l/Zとして、大いに住目されるべきである。

本書に提示されている1'，'/報が、人口と潔境の相!州制係にわIする認識のjl;::)、に寄与 L、人々と各民l政
府がこの相l品目ii械の諸問題に有効に取り組む上で役立つことを希望する。

ナ7ィス ・サディ クMD
国連人口基金事務局長

国連事務次長



IUCN (国際自然保護連合)、 1997年

「人口の僧加、都市工業他社会、

経済開発、環境悪化、生物多様性

の喪失 これらは切り離すこと

のできない網の自のようになって

いる。それぞれがお互いの原因で

あり、結果でもある。他在切り離

して有効な解決在図ることができ

る問題は、ーっとしてない。J

『アジ工ンダ21J、リオ 1日目E年

ICPD (国!軍人口聞尭金書)、力イ口 1日間年

「働問る人口Uて←シック・ヒュ

マン・ニーズ(人間が生きていく

上で基本的に必要なもの)在満た

すことは、環焼の健全性にかかっ

ている。人口が増大する状況の中

で、持続可能な開発在目指す総合

的な政策在策定するには、このよ

う広人的側面に配慮することが不

可欠である。」

「人類は、歴史の岐路に立っている。我々は皆、国家聞のみならす

園内における格差の永続化、貧困の僧大、不健康や非識字のi広大、
人類の安寧がかかっている生態環境の悪化など様々な問題在抱えて

いる。しかしながら、 i軍境と開発の問題在統合することにより。 0・

ベ シック・ニ ズ在充足し、すべての人の生活水準在向上させ、

より安全で繁栄した将来に資することができるであろう。」



本 書 の 要 約

本書では、人口と環境の僑をなぜ架けるべきかについて、ま たどのようにしたら梨けることができ

るかについて考祭する。

1 )人Uと環境の相関関係についてなぜ思解し、取り組むべきなのか。

環境は人Uを支え、人口から大きな影響を'豆'ける o

急速な人口増加と人口移動は、人類の柄布|の向上と環境悪化のJ広大の両方に密桜な|品Iff:

を持っている。大気、水、 j撲、生物多様性、エネノレギ一利用、そして人間の定的iノマター

ンには人口と環境の杯|関が重大な意味を持つ。

人口と康境の現実の動態をどのようなjP.IJI(!Iから見ても、人口と環境が相関Lているとい

う、徐々な事例を見ることができる。その中には、人類の生存を脅か し、その生態環境

を二11と回復できむいほどまで環境破域が進んだ事例もある。また、も 7 つの事例で

は、持続可能な環境の改特にともない人減の福祉が地大した*1刊もある。

政1Mの政策とプログラムは、環境の悪化を引き起こす場合においても、環境の改善を L

たらす場合においても、強力な1Jとし て作用する o (環境の改梓を Lたらすためには、)

女性の地位向上のための政策およびプログラムが、と りわけm要て"ある。

2 )人口と環境の相関する問題を解決1るために、いかに研究および行動の剛山において生産的に取

リ，H[むことができるか。

1，lj門化は長所と短所の両面を持 っている。専門的な科学研究分野は、観察力を強化させ、

専門化することて'開発に携わる諸機|則の活動能力は強化された。 しか しながら往々にし

て専門化を進めるだけでは、そのプロジェクトは持続可能な開発を推進できない。

tV門分野の問に怖を却Jけることで、専門化によ って引き出された力を十二分に活用する

ためのよリ広い視点を提供することができる。

訓練を受けた専門家をネ y トワークの中に引き入れることで、それぞれの専門分別'C')聞

に"つながり'をi乍1)出すことができ、何が最L重要な問題なのかを見極め、効果的解

決法をこれまで以上に推進することができる。そLて、このことは持続可能な開発を推

j韮することになるだろう 。

ネ y トワ クの中には、 J也版社会、そして男1;.:双 }jの参加が不可欠である。

評価とフィードパックのための入念で正維なモニタリングを行うことで、人口と fJ;1境の

相関関係から最も効来的な解決を導く ことのできる問題が“どこにあるのか¥そしてそ

れは“いかなるものなのか"を明らかにし、人ne環境を統合することがいかなる成巣

を」げ、さらには辿関の質を向 卜させるためにはどのようにすれば良いかということを

示すことができる。これらを明らかにする ことで、人々が受け人れ可能な管理形態を作

1)出すことができる。



人口と環境のダイナミックス(動的な実態)

なぜ人 口・ 環境の問題と行動計画を関連させようと試みなければならないのか

これは、当然の疑問である。 各分野の専門家はそれぞれ央ーなる技能を持ち、向身の訊:組を抱えている。

また、それぞれの専門にはそれぞれの専門分野ごとに数多くの論議がある。人口と現坊を関連させること

は、努力と資i昨句、の無駄ではないだろうか。また、関連させることで、わざわざ必要以上に多くの論議に巻

き込まれる必要があるのだろうか。しかし、ここで示唆したい山、は、地球そしてそこに住も‘人鎖の生命の

あらゆる 1M曲lにおいて関連性というものは不可欠なことであ リ、したがって関連性を求めることこそ必要

である、ということである。また、持続可能な開発の推進を成功させる すなわち、人知と生態系の双

}jの福利を増進する ために L、人円と環I寛を|品l速させることが必要であるロ
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過去300年にわた り、工業化、経済!日l発、人類の福却の向 上、都市化、そして広範にわたる地球環境の悪

化と悦l述しつつ人Uは急惜してきた。温室効果yγスは、地球の気候変動を加速化させる恐れがあ り、ブ ロ

/7γスは、成層図のオゾン層を日出I具している。森村、I:'(j菜、砂山化、大気、水、土岐への有毒物質の排出は、

あらゆる生命に脅威を及』ましている。「アジエンタ 21Jでm定さ れた意味における生産および消費の持続不

可能なパターンは地球環境悪化の主l主|である。将米は更に数十億人の人日明Jmが比込まれておリ、今後50

年間で世界人口は倍増するであろう 。その姑娘、かつてない規模で一層の環境悪化が予測される。

しかし今 U、過去においてもしばしば見られたように、 f最有な形の人口と環境の相|品lを見ることができ

る。次ページの表は、人口と環境の相聞の 7ち、 4つほど事例を示したものに過ぎない。しかし微々な問

題がそこに含まれていることが分かる。

タイ

タイの開発プログラムは、農村地肢をわl象にプライ?1)ー ヘルス ・ケア、教育、家族計画サービスを

提供している。急速な H:i'再開発とあいま ってその開発プログラムは、現代における最も劇的な出生率低下

をもたらした。その結来、絶滅の危機にi鎖しているテナガザノレ的生息地である(思議l丘周辺の人Uは広元し、

減少し好iめ、テナカサソレ生息地への尽力は低減し、 I也被の環境が改善きれた。



フラ ジル、ク リティノて

ブラジノレのクリティパは、 世界で最も緑笠かな都市として知られるようにむ った。過去 1iU:'f-l:の聞に人

口は 2倍強になったにもかかわらず、都市の環境は大幅に改善され、市民は裕福になり、 m;祉も向上した。

luJ市は、 とりわけ、生活の質と職場環境の向上を図るために、住宅と職場の配置計画に努め、自:宅記と職f場品

を結JぷJ刻効Jヰ牢i的て

食料の人つた袋と1交どJ倹典するという、独自のごみ収集システムを開発した。優れた百1¥市計耐は、i/1民の桶干IJ

と環境の改科をもたらした。

日本およびヨーロッパのアルフス地方の農村地域における過疎

H 本およびヨーロ y パのアルプス地方の農村地域では、 ~m十Iがi韮ん でお り 、生物fj，係性の低減が危保さ

れる。先進地肢の農村では高齢化が進み、多くの若者逮が町や大都市に出ていくため、村の人円が紺持さ

れなくなっている。確証はないものの、このような集団移Liは生物多様性の低減をもたらしかねない。ヨー

ロ γパでは、かつて多栂多様な穀類を核地し、数々の野鳥や動物を支えていた農地も今では政棄され、農

場のあった土地は、少数の税が楼A日、する、より単調な生息地へと戻っている。日本では、水田の放棄によっ

てかつて隙々な野生動物が彼息し、 また水の祥子化に大きなi文書IJを果たし ていた湿地帯が破壊された。

ヒマラヤ 山脈の森林伐採とガンジス川の沈泥蓄積

ヒ7 ラヤ山脈の森林伐採とがンジス川の汚泥帯情は、人口の急増がもたらす結果として般L良〈知られ

たものの一つである。生活を本:細農業に頼り、 燃料に新を使用するヒマラヤ山I1眠の li'陵地帯は、人uft;!，、地

の影惣をまともに受けてきた。，1lJ克のゴ地は牒業のために開拓され、樹木は伐採され、新にされる。この

ような森村、 fJt係は、土境の侵食を 引 き起こし、農民の所得を低減し、ガンジス川1、流の i:t il~ を生む。 この

貧しい地Mには、農業の改葬や、教育、ヘルスケア、家族計画サーヒスによる住民の福祉の向上を助ける

ための政l自の投資は、ほとんど、あるいはまったくなされていない。

人uT111m 八口減少

環境改芹 タイのテナガザJレ保護区 ブラジルのクリアィパ

日本およびアルプス地H町農村
ヒマラヤ111脈の森村.伐犯とガン

i罰法悪化 地域的集団移住は生物多機性的

1止 i'~ を引き起こす
ジス川グ)iti厄

教訓

傑々な人口と環i売の関係を世界中いたるところで見ることができる。

これらの結果を引き起こしている重要な力の一つは、政府の政策と事業である。

人口と環i莞の相関関係を適切でバランスのとれだものとすることは、人類の福利のみならず生態系の改善

を増進することにほかならない。これこそ、侍続司能な開発の意昧するところである。



大
』

支l

人間は、回全素なしには数分しか生きられず、し

たがって大気の質は、人間にとっての環境を決定

する恨本的な要素である 。薄い大気の層が、地球

上の生命を養い守っている。この大気の層は、エ

ネルギー消費、産業プロセス、生物学的プロセス、

地質!J的現象から生じる汚染によって多大な負担

をかけられている o 硫黄酸化物、窒君主酸化物、二

回全化炭素、揮発性有機化合物、オゾ/、重金属、

炭化水素、硫酸塩を含む粉塵の排出は、大気汚染

を引き起こす。化学汚染物質や空中汗遊微粒r-(立、

子供の健康を直按脅かす 。子供たちは、(回復不可

能な)細胞の損傷を受けたり、呼吸器疾患にかか

りやすくなリ、日，1;の成長が妨げられ、 Jhliの慢性疾

患にかかる危険性がある。現在、開発途上諸国に

おける幼児人口の地大と急速な都市化により、か

つてないほど多くの人的健康が脅かされている 。

f9IJえば、メキンコ ンティは、十世界てず最も大気

汚染が深刻lといわれており、およそ2000力人に影

響を及ぼしていると思われる 。

二酸化炭素 (COど)は、木材、石炭、 1=illll、ガスの

燃焼時に発生し、 j也f長の温暖化と気候の変動に直

接日夕起を及ぼしている。1700年におよそ28均四てPあう

た二回全化炭素の濃度は、 1995年には3GO胆に増大し

た。そのJf，U且は、産業革命以来の化桁燃料の大量

消費にある。その他の温室効果ガスとしては、冷

蔵庫に使用されている 7ロンガス (CFCs)、燃焼で

生じる止ji般化窒素 (NOx)、メタンガスなどがあるが、

いずれも地球の混暖化とオゾン層破壊の大きな要

|却と なっている。技術革新が行われていない中同

やインドをはじめとする国々におけるエ平/レギー

集約型の工業化は、炭素排出量の大幅な増大を引

き起こすであろう。 199'1年のアメリカの炭素排出

量は、 1990年と比較して4.4%培の131意7100万トン

であった。一方中間は、 13.3%増の 8倍、3500万ト

ン、イ/ドは、 13.5%J骨の 21意2200万トンであっ

た。人口の多いこれらの国々の経済成長は、引き

続き炭素排出量の増大をもたらすであろう。中国

は、今後20年間で、世界最大の炭素排出国となる

ものと 4思われる o 私達は、経治1m発をjll'し止める

ことはできないが、 1人当たリのエネルギー消費

量の削減に努め、新たに再生可能なエネルギ i町、

を利用し、山生率の削減に努力することはできる。

気1肢の変動は、地球規模で環境に影響を!T.Iます

と共に、異'iì~' 気象のI曽大を引き起こしている。 1989

年以降、天候による災:古ーはますます深刻lなものと

なっておリ、中にはまさに大災害を引き起こした

ものもある。 1992年に発生したハリケ ン・アン

ドリュ は、アメリカに3001意ドルもの被害を与え

た。また、 1991年に中国で

起きたI共水は、およそ1501自

|ルの被害をもたらし、 3000

人以上の人命をI挙った。地

球規模の気伎の変動が進む

中、天候による災害は更に

深刻化し、犠牲者と被告総

鰍は一層増大するであろう 。



7l< 

水は、人聞の基本的ニーズ (BHN)の充足、健康、

食料生産、生態系の保護、そして約済，社会開発

一般にと って必嬰不可欠なものである。地球上の

水のおよそ80%は海水て'あり、i1i*の99%以上は

氷冠あるいは地中深くにある。湖lや111の水は、地

球 卜の再生可能な淡水資源の0.03%以下に過ぎず、

それも非常に地域的に偏って存在している。地 l、

水はいたるところにあるが、それを利用するため

に確保する ことは難しくなっており、かっその資

源は再生不可能な Lのである。淡水資源の総量は

本質的に一定で増やすことはできないので、人口

が増加すれば、 l人当たりの利用可能な最は減少

する。iJ.!:に思いことに、人口の都市化と地大に1半

い、農業、産業、家庭に おける利用、 および廃棄

物を洗い流すために必要とされる淡水は増jJlJ'十る

ばかりである。1940年から 1990年の附に、河川や

地|、水からの大載の新規取水が41苦lこI曽大する

}jで、既存の上水道の汚染がますますi並んでいる。

人類のml史を通じて、水の供給が十分なJ也肢に

人口は集中してきた。これは、水の沼HOlが難しい

ことによる o しかしながら、水fjl{a台のjl}:J.:I;I、人々

を一部乾燥地借にも定住可能にしたが、急速な人

口増加は水供給能力を上回ヮてしま った。このよ

うな状況はとりわけ、アメリカ南阿部、そして北

アフリカおよび東アフリカに顕著に見られる。ア

メリカでは、給水方法として河川から水を大量に

Jfvkする大量分水プロジェ クトが実泊され、利用

"f能な水をめぐ って、百1;市と農業の間て.'7)'1'1)権争

いが織烈化Lている。政府の水道補助金は、不適

切で非効率的な水の1")1刊を引き起こ Lている。都

市部の需要のJ骨)10から、政府は、これらの政策を

見直し、より生産的主利用に向けられるよう水の

移転を許可せざるを得なくなっている。

北アフリカでは、年間 人当たリの利則可能な

水の呈は、 1990年から2025年までに急激な減少が

見込まれている。エジプ |では1，070m'から620111'

に、リビアはIGOIげから60111' (こ、チュニジア(t530m'

から330m'lこ、アノレジエリアは750m'から380m'に、

モロ yコは1，200川からG80m' 1こi地少するであろう 。

これらの減少は、ま さに人rIの附加が!原因 とな っ

たbのであり、これらの諸国は、 年間1，0001げとい

う一般に認められた最低必要量に満たない状況に

追い込まれる。水の大半は農業に干1)用されるが、

産業の需望書が今後ますます地大することから、コ

ス|がj骨大L、利則可能量は制限されるであろう 。

1990年において、およそ12憶5000万人カCitf潔な

館、料水を利則できない状況にあリ、 171¥1'4000力人

が公衆衛生地設を利用することができなかった。

脱塩技術の進歩によ って、海水から淡水化処理に

よって得られる淡水の量を増大させることはでき

るだろうが、この処~方法には、それが利用でき

る場所が限られていること、エネルギーが大最に

干1)用でき なItiLl;!"ならないこと、コストカ4均、均忘る

などの而で制約がある。人口の都市化に伴い、産

業および家庭における水の需要はますます増大し、

これらの市要に対応できなければ、経済発展が阻

害されることになろフ 。

人問、動物、序(;(、の!発築物1;1、相)1ft可能な水を

地球規伎で汚染し、各地の水供給設備では対応で

きなくなってきている。世界各固め農業地帯では、

(尿や袋素)肥料 を似因とする)硝般化合物による

地下水の汚染が深刻な問題となっている。



土壌

Al.、達が踏み締めている土壊は、人間の生産力の

付f.j;をなすものであるが、この50年の間に、相l立

の差こそあれ、カナタと インドの/1;さにほぼ相当

する面簡の土岐が劣化している。1945年から 1990

年の間に、地球上のf直物てv捜われた土摂の11%が、

Lともと持 っていた納生を支える機能に彼害を党

けており、土I尭改良をしようにも貸用がかかるか、

あるいは凶1i!不可能なほどに劣化した。中央アメ

リカだけでも、優良土擦の4分の 1~Nが、何度の

迷いはあるが、劣化している。

士演の劣化は、人間の生活を支える土1琵の能力

を低下させる。土岐は、 化学的 物理的変質はも

とよ り胤やノ'J(による侵食によって劣化する。土峻

の劣化の主因 としては、過剰l放牧、農業活動、森

林伐採や土地の転J典、手~H を入手するための;f;L1比、

」二業化などがある。これらのプロセスはすべて、

人円の地加と人U移動に伴って起こるものである。

土岐劣化の最L大きな原Ilqは過剰放牧によるもの

である。オ喫劣化原IbIの35%が過剰放牧によるも

のであり、アフリカとオ ス|ラリアでは、 三|苛it

燥および乾燥地'市を中心lこ、 土壌の劣化原11;1のそ

れぞれ49%および80%が過剰放牧によるも のであ

る。

土!f{の喪失と劣化は、作JH万人もの人々の暮ら

しと将米の食料の安全保障を脅かすものであり、

水資源と生物多様性の保全にも影響を及ぱすもの

て"ある。国際社会は、女性、小規模な食料生産者、

原住民およびコミュニティ ・レベルの NGOを含む

地兄レベノレおよび凶家レベjレにおける、あらゆる

利害関係者を交えた統合的な土地利用管理に対す

る Jr~ リ純みが必要であることを認めている 。

オー壊の地j)凶i豆は、多大な費用と時間を要する

事業である。政府による土壌保全政策や711業はも

ちろん、地冗の積極的な取り組みも、 ゴ"，lJ!の劣化

の発生を防止し、損傷された土岐鱗逃と土撲のt.¥

つ生産力を回復するのに大いに役立つ。ケニアの

マチ ャコス地区の事1'11は、人口増加にもかかわら

ず土撰が劣化した地域の己主持に人々が“どのよう

にしたら"協力して当たることができるかを如実

に示した実例となった。1930年代、 7 チ今コスI也

区は環境被災地と考えられ、 1942年から1962年ま

て'は飢餓政治と食料的人が必裂とされてし、た。1930

年から1990年までの60年間に、 |百l地区の人口は 5

倍以上に増大したが、近年そのE;1境が劇的に改善

している。同地区では生産様式を家畜の放牧から

小胤伎な農業に転換したことから、 1990年までに

土機流出が減少した。住民は、 jM也を守るため糾

I(tiを段々畑にし、薪の不足を回避するため木を植

え、保護した。新しい技術と農法の導入に伴い、

1人当た リ、また 1ha当たりの農業生J廷は明大し

た。

ケニアの7 チャコス地区における抗j也を耕地に

転換する試みが成功したのは、 f"fより L地元住民

の率先した取り掛lみと、政府および非政府組織の

支般によるところが大きい。協同組合、操業技術

普及サービスおよび研究、資金到達、そして行政

などの隙々な 社会組織が、自分のため、そして琉

坑のためにいっしょに働くことをおぶいに認め合っ

たからである。

生物多様性

地球jの生命の多機性は、様々な生物および生

態環境を含んでいる。この緩合し、相関 Lた網の

自は、総称して生物多様'i1として知られる。この

相間関係にある複雑な生命の母休は、主として人

仁川曽11 1 1 、人 u移動、経{再開 ~êによ っ て急j車 lこ ì l'í減

しつつある o

地球規慌で、現荘の生物学的多様叫の喪失およ



ぴゴー息.r;p寛の政I賓がこのまま続くならば、今後25

年間でおよそ1，400陸ある 世界的生物の15%は絶滅

するであろう 。すべての極のうち50%から90%が

峨息すると考えられている熱帯村、地成に|期して言

えば、 2015年までに執帯!日林に桜忠、する[1lの4%

から 8%が、 2040.fpまでには17%から35%が絶4成

することが予測される。 1991年のFAOの報告によ

Hば、 1980年代初期にはtfI定年間1，130万haずつ減

少していたと考えられる熱帯雨料、のl波峡は50%近

< IJII述し、 fJl.柱では年間平均1，700万haの割合てサ〈

われている。

人間iがIJIき起こす生物多様性喪失の j カニズム

としては、生息.t車境の破壊や分断、外来{中の持ち

込み、動制物の乱獲、公害、地球規悦の気候の公

重JJ、商業(I(j農業 ・林業などがある。これらのプロ

セスの背景と しては、人υの哨1mと移動、天然資

源のi白'貨、貿易および経済 y ステム、法制度など

がある。人flj曽川l率、 人口帝度、人円移動、古1;市

化、 i~í 賢治刺専を含む人 υ の動的な実態と f;'! J寛汚

染が桐ま って、生物多|長|生を大幅に削減している。

インドには10の生態地理区ーがあリ、円かな生物

多除 I~ がその特色となっている 。 イ ン ド のM物4日

の~nイEtiIi牧/( ;J: 15 ， 000f竜にの(;1.'リ、 烏HH;J:l，178N¥を

数える(それぞれ世界全体の 6%と14%を市める)。

しかしJJUf、インドでは、 I直4!J;3，000[重、動物250

I!f(以上が絶滅の危機に瀕している。

インドのケララ州、!にあるトラの保護l丘であるべ

リヤール保議出;は、人日密度の高い地域にあ り、

観光容の増大、 I也んの資岬、消賞、宗教儀式での1史
IHによ って、保護区の生態系が危機に さらされて

いる。J，J'if.2カ月 間、 1000万から2000万人の巡礼

者が同保護区内にある y ャ7 リマーラ寺院を訪れ

る。更にペ リヤ jしには年間およそ35万人の観光

答が訪れる。これらの 時(j(jな荘留者は、新をは

じめそのi也の資源を大量に使用し、ゴミを出し、

道路の交通量は大幅に増大する。これらすべてが、

絶滅の危機にあるイン ドのトラを脅かしている。

このような問題に取 り組むため、世界の多くの

悶が生物多様性条約に参加している。19964'・8月

fJl夜、およそ150カ国が条約を批准、生物多様子|の

保護に正式に取り組んでいる。

女性と環廃

特別な関係

発展途上地域の女性は、 i罰境!UHヒの影響を

夜桜'立けており、持続可能な問先のための強

力な推進力となり得る存了Lである。森林破壊

は水路を 1上がらせ、 4Hとなる木村を削減し

てしま い、 k性的負!ttのTYI大に直核つながる。

大気や水質的悪化は、女性、そしてi庄kらが

育てる子供の他康に夜桜影也4をj止はす。しか

しなが旬、 k性 L結集し支般を受ければ、森

林再生 に取 り*ILみ、緋J也を段々畑とし、持続

可能な小規模の農業に携わり、安全な水の供

給とI売業物処理ンステムを作リ上げるなど、

自然環境の債僚的な保護者となることがすで

に様々な事[911から証明されて L、る。

同時に、教育お よび保健サービスを受ける

付専な機会が少女 と女性に L与えられれば、

女刊と子供の健康状態は劇的に改善する。更

に、そのようなサービスグ〕提供は、 Lh生半円

低下を早め、環境への人口圧力 を軒滅する。

このような'f;f刊に基づき、 リオ (1992年)、カ

イロ(1994年)、北京 (1995年)において開催

された主要な同際会談の参加者は、1.('1生の地

位の向上、 とりわけ久性と少女のための保健

サ ビえと教育の改蒋を告書ボしている。



エネル ギ 一 、人 口、保境

エネルギーほど、人口と環境の相関|県l係が重大

な領械は他になし、。経i肖発展と 福祉の[，.，-，と共に、

都市工業社会の出現、そして人間による自然照墳

の破岐をもたらしたのは、18世紀に始ま った化有

燃料によるエネルギー革命である。

化石燃料は、今なお主要なエネルギー源である。

化石燃料の消費がもたらす重大な彩響は、 j也f;j(の

沿l現化の原I!、|となっている温室効果ガスの一つで

あるこ般化炭素の排出である。 しかしながら地域

的な影響も多々ある。低開発地域の多くにおいて

使用されている白動車ガソリンには、鉛など有害

物質が含まれている。また、老朽化した溶鉱炉て'

燃やす石炭は、'fくの都市を煤でH音n互い、呼吸

~;Hk忠に許しむ人を増大させている 。

地球j且悦で推定してみると、それは続くべき数

'7となる。 1955年の世界人υおよそ271意5000力人

のためにあらゆる財 サービスを生産するには、

h炭33億 |ン相当が必要であった。これは、 l人

当たリにすると、およそ1.21ンということになる。

これに対し、 1995年には、総人口561意人に対し、

l人当たり2.111ンと、倍増した。 I人当たり 2

トンの計算で考えると、 80億人に人口が膨れ上が

ることが予想される2025年には、石炭換算で1601.意

トン以上が必要ということになる。 IR室効果ガえ

の生成、地球規模の気候の変動、都市人口の健康

に及ぼす影響は、想像もつかな L、。

発反途上地域の多くの諸国では、草jfをH是房や;101

酬の燃料としている 。 薪を探し、書11') 、速..)~のは、

多くの場合、女性の仕事である。これらの女性に

とって、人口が地大すれば、更に速くまで新を探

しに行き、更に多くの時間を費やして乏しい薪を

集めなければならない人が地えることになる。こ

れらの地域においては、 11¥生半の低下は、女性的

福利のみならず、 i庄kらが薪を入手するために手1I

刷Lている 内然環境の状態も改善することになる。

エネルギーはまた、技術の重l~1'tを認 t龍できる

iiH械でもある。新Lぃ形態の「クリ ーン」エネル

ギーの開発が進められており、 I~ú燃料の消貨 L

ますます効率化されている。途上岡の多くでは、

光電池やJ佐肥や畜糞からメタンガスを発生させる

ゴーパノレガス設備によ って、環境と人に優しいエ

ネルギーを生産している。

1人当たりのエネルギー消貨量は、同によ って

大きく異なる。豊かな同の i人当たリのエネルギー

消費量は、:ftしい国の101古から2011(てーある。他方、

低1*1発地域の 1人当たりの消質量は急速にI曽大し

ている一方、先進地域では実質的に減少している

国もある。

また、豊かな国の聞の格差も大きい。 日本の l

人当たりのエネルギー消費量は、生活水i!'¥(，問民

の生産性もほぼ同じレ

ベノレて"あるアメリカの

半分をわずかに上向る

に過ぎない。 円本の水

準でのエネノレギ 仙'賀

であ!LIt、アメリカの

水準て耐の消貨に比べて、

J.-%'U.先に 1えは'す景:~~I j:、

はるかに{応いて'あろう 。

また、人U751章人の陛

界が使則するエネノレギー

が琉I克に与える影響は、

人口loole:人の1止界より

も少ないだろう 。



都市化、人 口、環境

都市Iじは、 JJLftの生活の主流をなす半実であり、

人々がいかに 自然環境を利用するかを決定する主

要な要素である。

化石燃料技術が山王Jtする以前の1000年の問、人

聞はt'!!然環続と緊'品・に調和し てー拝らしてきた。こ

の2001下問lこ、百1;市{じが着実に進んだ。1900年の都

市人口は、世界人口のおよそ15%に過ぎなかった

が、 1950年には30%に達し、 2000年には51%に達

するものと見込まれる。将来は、明らかに大幅に

都市化のi並んだ世界となるであろう 。

全体の人口の中で郎市に問。する人口の割合、

つまり都市人口比率のI曽加がこのように劇的であ

れば、実際の都市人nのJ曽)mは更に劇的て，，1'，る。

1950年から1995年ま でに、世界人口/.J:32Ii人柄)m

し、その中で18t.意人が古1;市部における増加である。

今後初年でオu界の人nはおよそ2GI意人増加する L

のと見込まれているが、その中で都市古1;の地加は

22俗人と予測されている。そのうちの大半を 占め

る20億人は、{氏開発I也械におけ る増加1である。ア

フリカの都市古1;の人口は、 2025年までに 5億人、

ラテ ンアメリカは 3I章人、アジアは12他人のJ骨)m

が比込まれており、これに1半い、社会的ストレス

および環境ス lレスも増大するであろう 。

したがって、近い将来における人口と加J克の問

題が最 L大きく関わってくる領域は、世界的に見

てL都市地域ということになる。上水道 b下水道

もなく、社会サ ピスも行われておらず、インフ

ラの笹 I~ii されてない人口の?正柴したス ラムに 、新

たな移民があふれる一一一これが共通Lて見られる

実情である。ブラジノレのクリティハやンノガポー

ルは、急速な人口のJ由加を経験 しながら L、都市

環境ととl活の質の改善に成功した。これらのケー

スでは、関連するあらゆる専門知識を駅l出した有

効な都市計画が、 ，1;民の福利 と環境の改善を促進

したのである。

都市の生活の方が農村の生前よりも環境似I裂が

少ない -n[fi~性はある 。 )Ji.伎の経凶により、 昔日市部

の市民は農村部に比べて優れたイン 7ラストラク

チセ と社会サ ビスを享受してお り、 よリク リ

ンな技Wi<7J導入もf平易 とな っている。いずれにせ

よ、 j!i:い将来地球続快てaの急速な人口百1;市化は明

らかであり、私達は今、この都市化に備えて計画

立案に若干しなければならない。

若者の可能性

過去数←l年の人はの急増により、 i止開発地Ji/Zで

は人口構造の~i年化が進み、人口に占める若年層

の数が急激にj曽大した。これら若者の能力と活力

は、人間の大きな 可能性を草昧する LのてF あるが、

これも、学校やm.刷、そし て筒、々な俄会が提供さ

れてこそ実現されるものである。若者は、社会に

生産的な貢献を栄たすために必要な技能を身につ

ける訓練を必要としている。特に、れ者には、自

らの将来を切リnnくために自己的才能を佳設(I(Jな

方法でn自発し、活用できる という希望を与える こ

とが必要である。

(氏IlH発地域における教育の拡大は、この30年間

に達成された大きな業績の一つである。 しかしな

がら、若年人口のJ曽大に伴い、これは今後ますま

す重裂な課題となるであろう 。人IJ政策を実施す

ることによって仰られる利益 その中でも特に

人口増加と、手1)J.jj可能な資源、および康境との聞

の均衡をとることーーが草俊一となる。



いかにして人口と環境の聞に橋在架けるか

人口と環境の聞に架け!喬を構築できるかどうか

は、“その(十*11みをどのようなもグ〉にするカJ、と

いう点に大きく依有することになる。千円'ーは、数々

の狭い専門分野に体系化されている。また多くの

場合、政府機関、企業およびボランティア団体は、

道路，建設、機祝日日発、医療サ ビス、教育など、

それぞれに特定の事業目的を持っている。

この50年間、各咋門機関は互いに力を結集し、

広範な社会変革を引き起こすIJ;(動力となってきた。

これまで、農村総合併l発や総合保健・家政計画プ

ロジェク卜などが実施されてきたし、最近では、

総合的な自然保護や開発7"ロジェク卜などが実施

されている。これらの中には成功を収めたものも

あるが、失敗にf帰吊した Lの L多し、、。J右J

7なt杭t験カか、ら学び、様々な専門部門を結集する架

け僑を構築するための実際に役立つガイドライン

を提供する。

まず最初jに情意しなければならない問題は地球

規怯化(グローパリセーション )に関十るもので

ある。 クロ ーノ、リセ-;/ヨ ノは、世界にあまねく

影響を及ぼす強力な力とな っている。情報、資本、

技術の図1;，主的主流れをコントロールできる者は談

人し、ないし、組織や政1(，1にしても同様である。

多同籍企業は、ほとんど規制を受けることなく、

資本、財、ヒ卜、モノ、廃棄物を世界中に動かす

1;を判 っている。地域社会、あるいは各同政府で

すら、市民の生活や状況に直接しろ響を及ぼすこの

力をIf/J市iIできるとは思わhない。こhらの外古1;か

らの1;は確かに強力だが、だからといって、人間

的悩祉や環境保全を日lil!liあるいは促進できない理

由にはならない。人口止環境の相聞に対する理解

をし、破壊的な悪循環ではなく、主主設的な術環を

求めることで、人々は自分の生活をより良いもの

とするために働くことができる。



専門化の力 と限界

専門化された科学は、理論化、観察、測定、分

析する上での大きな能力を持っており、我々が白

らについて学ぶことを手助けしている。経治開発

および個人の枯I1JIを推進する組織や機関も同僚に

専門化された知識から大きな力を得て、それぞれ

の任務 目線達成に専念している。

しかしながら、専門化は、その焦点が狭いが放

の|浪界を持 っている。こiLはとリわけ、開発プロ

ンェク卜が失敗し、利益より弊害をもたらした場

合に明らかとなる o 開発プロジェクトが失敗に帰

すのは、 J尭ぃ分別'に限定された専門家によ っては

把保十ることができなかった境界筒抜にまたがる

重大な条件を見{t;とした場合に短こる。

.vM~， f呆識は、住民のニ ズを配慮することなし

には、成功しない。森林保護と人間のニ ズのハ

ランスを図るには、地域的人口の長期的変化を把

握し、計幽することが必要である。同様に、湿地

帯の生態的機能に配慮することなく、その排水 田

開拓を進めれば、結果的に居住者の立ちi!!きや、

洪水による壊滅的な災害をwきかねない。貧困者

をその開発プログラムの中で無視すれば、開発は

失敗し、環境の劣化を引き怠こす。

t車境の保全 動植物、大気、水 などの保

全は、地元住民がその努力に参画し、そして利益

を得てこそ、より有効なものとなる。

教訓

人類の福利向上を包指し疋専門知識や技術を得

る疋めには、専門化は必要である。

しかし

効果的な開発を行うためには、プロジェクト

がおかれている全体の中での位置づけを理解す

ることが必要となる。

異なる専門分野を結131製け1高 すなわち様々

な専門分野の連係 を行うことで、その必要

とされるプロジ工クトのおかれた位置を理解す

ることガできる。

異なる専門分野の連係を僑築すること!こより、人口と環涜のより良い関係を推進することができ、ひいて

は待続可能な開発仁つながる。

侍続司能な開発とは、すなわち、今日および将来!こ向けて人類の福利のみならず生態系の状況改善在推進

することである。 (Caringfor the Earth， IUCN、UNEP、WWF1991) 



研究と各介里子における具体的な活動の戦略と構造

人Uと環境が/¥¥/わリ合う分野における実際の泊

首}Jとしては、少なくとも、官iI寛、リプロタクティ

ブ ・ヘノレス/家族計山、および社会開発という 3

つの制度的分野が相1Lに関わり合う 。効果的な協

力活動の可能性のある領域は、この 3分野が重な

リ合う部分である。作分野|付で活動する組織は、

それぞれ典なる R標をi且"，/としている。191/えl工、 I黒

境関係プロジ ェクlでは、生物多機l生の'iI:i火の軽

減を図ることであり、家族計画プロジェクトとし

ては、人々が希望しているにもかかわらず家峡計

画を利用できない人々の数を減らすことである。

また、社会開発では、地域社会における所得創出

をjJ}‘大するためのプロジェク トの実施、 等々があ

る。

lJ11え て、それぞれの分野における活動はそれぞ

れの方法を用い、必裂とする情報の1&j読も述う 。

それぞれのi古語Jパ~(ij或の述併があれば、 Iki兄市'1出、

プロジェク|設計・実施 -EE枕・評側、影響剥'f面

などの|並々 な iiJfw段階において、 中日瓦に↑占有iをlii

供することができる。附究は、活動開始時点から

その活動の~:~視や評価に利用するこ とができ、参

加者は必要に応じ介入を行うことが可能となる。

制度的活動分野

人n言l出i 社会開発

このオ パ ラソプの例としては、自然i思議区と

一般IITU地内境界地帯で、生物多燃性の保全、リ

プロダクティフ ・ヘルス・サービス、コミュニティ

開発などすべての而から見て優先的に取り扱わな

ければならないと特定された地域などのf?IJを考え

ることカずできる。

研究と行動の戦略および隣泣は、それぞれの分

野によリ異なるとしても、そのliJf'先目u(Jは頬111，し

ている。研究は、言/i両立案の手段を提供し、介入

の効柴を計測するための指僚を作リ 出すことがで

き、さらに政治的な対応をとるためにその問題点

を笠理する上でも役立つ。

知識は、法的、政策的意志決定のおl主化、なら

びに地方権限強化戦略に活用でき、研究によって

人聞の活動の実態についての理解がJ甘す。これに

より志思決定者は持続可能な開発を推進するため

に必要な係々なljili.略の持つコス|と利益を勘案す

ることができるようになる。また、問先は人口と

環境のIMJf長をより明確にすることで、紛争の管理、

配悦と評価、ならびに持続可能な!日l発を促進する

上で必要となる指僚がどのような bのかを明雌化

することカfできる。

専門分野の用語と文化

いかなる専門分野であれJJf.J発専門機関であ

れ、独自のその内部でしか通用しない則語、

文化を持っている。専門分野間に架け橋を波

すということは、専門用語の持つ意味を説明

し、 {也の文化を理解する ということである。

係々な専門家の力を結集するには、谷グノレ

プに、それぞれの用語と文化を教え、そ して

他的グループの朋語 と文化を学J:機会を与え

ることが必要である。



研究機関との架け橋の構築

開発前面iJを支える科学的研究は、通常、限られ

た領域の問題に専念する大学の各学者1¥や研究機関

によって災地されている。これは、人類学や大気

科学から社会学、動物学、気象学に至るあらゆる

学問分野にいえることである。

これに対し、異なるいくつかの専門分野を組み

込んでいる研究機|品lは、広範に及ぶ複雑な問題に

対処することを目的としている。オース |リアの

ラタセンベノレク (Laxenberg)にある同|捺応則 yス

テム分析研究所 (IIASA)は、人口問題と環境問題

に共通の領域に Jr~ リ組み、最も成功を収めている

研究所の 1って'ある。 1990年には、 UNF'PA(国連

人口基金)の支般を得て、島問モー リシャスの人

Uと環境の動態のモテ'ルfじを行った。

モー 1);..-ャス ・モデノレは、人口、政府の政策、

経済、土地の利用、水の 5つのモジューんで構成

されている。人口を唯一の総数として捉える大半

のモデルとは異なリ、 IIASAのモデルには、年齢、

性別、教育、労働力参加率が含まれている。ここ

では、人口を、人間の能力(教育)と人間的実質

生産性(労働力参加ホ)の総休として捉えている。

モーリシャス・モデルを利用して、過去の(状

i兄が引き起こされた)条件に対する理解の推進と、

将米の動向予測がなされている。 {>IJえば、 1950年

から1970年の期間に見られた急速な山生半の減少

は、女児の就学半の増加に寄与し、女性の生産力

をI曽大させ、モー リンャスの急速な経済発燥のlJ;(

動力となった労働力の明大に結びついた ことを明

らかにした。モデルli、また現品行われている農

業 多角化と水質汚染防止への投資は、収入得、とむ

る観光業を支える広大な潟(ラグ ン)を保護す

ることによリ、将来多古((の配当をも たらすことを

ポしている。



統合は、多くの人にとって様々なことを意味する

あ る試みは有効に機能したが、 多 くは失敗に終わ って いる一一

開発や?白羽|の専門機関に烈け怖をj度す試みは、広〈行われており、したがって「統合J という用語は、

開発に携わる人々や機関の聞では良く知られた言葉となっている o 人口と環境を関連させる適切な方法を

隙索する私達にとって、参考となる成功例は数少ないものの、失敗1列は多々ある。事lたな事業に取り組む

に当たり、様々な危険を同避する手助けとなる経験的な知議をいくつか給介しよう 。

T 統合は、単にそれを命するだけでは成し得ない。 政府l手、適切な組織機備とプロセスを僑築し、

リ ヲ. シップを発律して、結果を体系的に評価しなければならない。

2 管理薗の統合とサービスの統合は、 異なるものである。 人の長と主主る管理者の下に篠々な専門

部門を統合すること、すなわち管理面での統合は、絶対三~!l己を招きかねない。しかし、サービス

の提供という点から言えば、専門機関を結集させるサービスの統合l革、 一般的|ご言って、利用者

のサビスを改善する。

3 責任と権限。 架け僑を構築する総合的プロジェクトlごあいて成功を収めるため!とは、特定の個人

に責任と権限をほ与することが必要である。

4，すべての地域には特色がある。 i也威lごはそれぞれ特徴があり、したがって、どのような地獄でも

自動的に統合を成めさせるような「青写真」はない。プロジェクトを地元の状況に適合させるだ

めには、その土地の事情に通じている地元の機関にその活動の組縮化を任せることが必要である。

5，個々の専門家は、効果的に架け橋を儲築しうる存在である。専門家を集め、お互いの技能、能力、

視点を学び合うことは、架け橋を僑築する上で育劾である。

6守プロジェクト・チーム。 専門家で借成するプロジェクト・チ ムでは、それぞれが専門的な能力

を維J寺しながら、架け僑を構築することになる。 人 人は、今以上lご常!と自分の専門部門lこ専

念し主主がらも、協力して特定の問題仁取り組む。

7，パートナーシップ。 パ トナ シ、yプを作り上げることで協力の可能性を掩つだ人達の間に架け

橋を僑築する。



国家人口 ・環境 アセスメン卜 (NPEA)

各同の持続可能な開発プランの中で、人口と環

境の持つ動的な実態に対し、効果的なリ〆ク(環)

を作リ上げるためには、多分野の専門家によるチー

ムが、地方、地域、国家レベルにおいて詳細な実

情を評価することが必要である。人口と環境の動

的な実態を重視し、チームが打ち立てる政策課題

を追求するためには、国の持続可能な開発日称、を

明確なものとし、 JJL(fの人口と康境の動向を正確

に地域レベJレで把躍し、この傾向を作り上げてい

る様々な条 f~ を明らかにし、この傾向がこのまま

継続した場合の結果を予測することが必要である。

人口と環境の動向が国の持続可能な開発H椋が怨

定したものから大きくそれてしまった場合、政策

策定者が、どのよフな対策を優先的に取らなけれ

ばならないか対策の優先順位を決めることになる。

基本的に、阿家人口・環境アセス)/ト (NEPA)

は、新たな'8僚出I1度の層を生むものではなく、む

しろ国の持続可能な開発のための多部門を横断(I~

に陥成する土での重要な一部となるものである。

国際応用ンステム分析研究所 (IIASA)の人口

開発 環境モテP ノレは、国家人口・原境アセスメン

!を着手するための草木的なモデんとなる。一般

的な人口学的なアセスメントがその分析の中核を

成し、それに人聞の治重jJと討会組織の要素(政府

的政策、通I断、消費、生産)が加わる。最後に、

大気、水、土壊、生物多機性、エネ/レギーなどの

環境の構成要素に注視1る。 IIASAが考えたモデ

Jしの構成要素(変数)に加え、このアセスメント

には、人的資産と偏祉、人口移動および環境劣化

に関するテータを変数として加えることができる。

アナリストは、最的および質的デ タを結合する

ことで、人口と環境の相関の実態についての相|ヂl

図を作製することができる。

2000年には世界人口の51%が都市部に居住する

と予測されておリ、多くの同のアセスメントでは

詳細かつ総合的な都市首|回目的必要性が引されるこ

とになるだろう。人口学者、保健専門家、都市計

画担当者、天然資源の管理者、その他の専門家の

研究と行動的連携は、より f王みやすい都市を創り

出すことになるだろう。この総合的な吉1¥市言|凶iチ

ムは、人υJ骨j川、農村から都市部への人U移動、

資源の平11mなどの現夜の動向を明らかに1ること

が必要となるであろう 。どの程度、水、鋭気、士

夜、エネノレギ 、生物多機性の質を維持し、都市

人口が繁栄できるかは、政府、市民社会の組織、

そして民間部門グループが優れた都市計画プログ

ラムを作成する能力を持っているか否かに大きく

ft({Jしている。

国際応用システム分析研究所 (IIASA)の人口 開発環境(PDE)モデル

環境

消費

政府的政出
本



関係諸機関の聞の協力 成功を収めだマレーシ戸の農村開発プログラム

1957年から 1968年まで、マレーシアは農村開発プログラ ムを実施し、これまでにない大きな成栄を

上げた。7 レ-;/ア政府は強力なリ ーターシッ プをも ってすべての省庁を取リ纏め、園内て1設もill都

な農村地域に至るまで、固め基本山Jイン 7ラを拡張した。あらゆるレベルの全省庁の代表ならびに選

出された代表が、農村開発委員会 (RDC)にJi{集された。MIJ首相は、 1也の高宵と共に図l付を悦綴し、 RDC

から状況の説明を長け、その結果、関係省庁間に有効な コミュ ニケーションが構築された。プロジェ

クlの成否について責任の所在が明らかにされ、成r}Jの報酬は迅速に与 えられ、失敗は是正 された。

i也から圧力がかかりリーダ- ;'/.;1プが本米の方向性からはずれた場合、そのシステムは退行した。シ

ステムがl明市iに機能1るには、強力なリ ーダ-/'"1プが必要であ った。



地方レベルでの取り組み

国レベルで、 持続可能な開発のための人口止環

境のダイナ ミックな関わり合い を似合的に扱うこ

とで、活動才、 y トワー クの一吉1;として地域社会、

地域住民、および地方組織と効果的なパー トナ

/' ';tプを形成することができる。地方レベルでの

協力を阿ること によって 、地方と政府との協調、

各地内正確な情報の提供、あらゆるグループにとっ

て持続可能な開発問題にl収リ組んでいく |ーで必要

な対応能力を強化することができる。

地方レベノレにおける研究と実際の活動の有機的

な結合と しては、参1m型農村評価 (PRA)や共同省

耳n4手~，にその卓例を見ることができる 。

参加型農村アセスメント (PRA)を行うことによっ

て、地方住民は円分i主の知識を共有、向 t、分析

することができるようにな り、 その結"*、 自分自

身の利益!を理解した前副Jや他のグループとの協力

が可能に なる。PRAでは、様勾な方法を附いて評

価を行 う。例えば、回答の選択肢がいくぶん限定

された質問方式による面接、重要な情報提供者か

らの情報、師、々な形態のグループ作業、"?'/'ピン

グやモデリ ング、 lラン セク |・ウ オー ク(植物

1庁部の極秘 ・組成、植生の変化などを調べるため

に設定された償断椋本地の散策)、対照年表や動向

の分析、 U述記似、相WI:9イアグラムの作成、 f、節

ごとの事業カレンタ の作成などである。地元('i

1"がその活動を実施するが、外部町人間がプロジェ

ク!の仲介、日開絡役として参加する場合も多い。

共同管E理里とは、 向然i仰F

会や原1住主民部b族Iなど、手IJj吉ー関係者と 辿係を結~;.:-プ

ロセえである。共同管理によ って、 保護l丘ある い

は天然資制に|対する名当事者の桜手1)と責任が明維

にされ、(府医される。共同管理協約は、 t也械社会

と保護区管理者双方の製'，)くに応える権力分配戦略

である。最終)31事l土、管理計画の影響を受ける利

害関係者に利援をもたらす、より有効な官ー埋プロ

グラムを開3とすることである。

共同管理は、 その土地土地て"それぞれに呉った

形態をとる複雑な活動であり、すべてに共通な青

写真などない。 しかしながら、プログラムを成功

に導〈条件として次の 2点を挙げる ことができる。

第一 点は、利害関係者の協力と JI~ リ組みな〈して、

資減の令効な管理は不可能であること、第二点は、

保護さ れる資ilmが、利害関係者の生活に とって重

要な構成要素の一つでなければならない、という

ことである。パー トナーシ yプの形態がどのよう

なものて'あれ、 プログラムの基礎に横たわる一貫

した]lf!念と結果というものは存有する。J也hレベ

ノレにおける参加叩!介入の中心となる前提 と坦念は

まず、 ‘干相利リl告1関剥{係品者の諸t村椛l住作利と責I任Tがl以附具則i行i述Eつづ，けられ

ていること

r烹句主‘〈てで，あリ、いかなる場合であれ、この点は確保き

れなければならない。

CAMPFIRE 

ジンパブ工におけるコミュニティを
基盤とする自然保護と開発

ジンパプエにおける原産地資iJJjjのための公

共I也管理フ'ログラム (CAMPFIRE)は、国がJ是
司自し、地方自治体で制定された公共j也の天然

資源共同信理プログラムであ り、卓抜な成果

を上げた事f'I)て。ある。出f生生物保護の利益を

地元(J民に還元することは、 I也花fi人に動物

保護へのインセンティプを与えることになる。

当初CAMPFIRE卒業のほとんどは、サファ

リでの狩猟椛の売11立しを中心とするものであっ

た。当時はイ ンフラ務備の要求 Lほとん どな

く、野生生物への影草!Fもごく わずかであった。

'，Ij.p'J知識の発達に伴い、地)j談会(;1:、写真J1il

FAの観光事業、商業ベー えの漁業を行ってい

る企業、 木村保取、屋根萄:き府の草の版売を

認可制とし、 また、建材、鉱物、エネノレギ

開発など再生が不可能な資源に対する規制強

化を求める事(，1)b出始めた。村、区、地区議

会レベノレにおけるCAMPFIRE組織て'は、資

源や環境問題に関し、 I也兄住民の意見をIllJ< 
システムを設けている。CAMPFIREからは、

その他の史1こ大きな問題に有効に対処するた

めに必要な資源や組織の経験を学ぶことがで

きるであろ 7。



人口 ・環境ネ ットワ ー ク (PEN)

最近、国際自然保議連合(IUCN)が、人口と環境

の問題を関連づける新たな戦時の慨裂を発表した

(IUCNUNFPA 1997年)。この戦略は、大半の同

には多数の人口と環境の専門家がいるものの、相

1i協力を図ったり、話し合う機会がほとんど持た

れていないとの意見に対処して作成されたもので

ある o

人口・環境ネソトワ ク(PEN)の戦略は、この

2つのグノレ 7の協力を図ることを H指すもので

ある。有効な人口 環境ネ γ トワークを発展させ

るためには、 5段階の手順が必要である。

1，創る。人口と環境の専門家は、一二ずに会し、

お1iいに専門の校総やf見点を教え合う機会を自IJ

るべきである。

2，活性化。参加者に対し、共同研究や介入プロ

ジェクトへの参加(徒主主的提出)を奨励するた

めには、資金提fJtが必要である。

3，支援。ニュ スレタ など定J¥lJ刊行誌や定期

自(Jなネ y 卜ワーク会議を通じて、ネットワーク

全体にメンバーの活動についての情報を常時提

供しなければならない。

4目拡大。 PENは、共同活動的着干に例人ならび

に専門家の十分な関心がある土地においてこそ、

結論

最も有効にIJH始することができる。戦時は、他

地域から専門家をlLii手、会議に参加し、 PENの

協力事業を問察してもらうことにより、拡大す

ることカずてザきる。

ム評価。チーム・プロジェクトは、その開始時

点から入念に評価することが必要である。IJ比r}J

と失敗の事例lを文書として残すことで、持続可

能なIJ日発の分別に携わる他の実務家に伝えるこ

とができ教訓として役立一てることができる。

人口・環境ネットワーク (PEN)の成功のためには

以下が必要である

a )多数の人口と環境分野の専門家の参加を得る。

b )専門家がむ互いの技能と悦点をヴ'び合える場

を提供1る。

c )各チ ムが実行可能な人口および現境プロジェ

クlのI形成と IHJ発を行うよう奨励する o

d )人頑と生態系の悩干IJと健全性を推進させるた

めのプロジェクトを組み入れる。

最も重要なことは、 PENを実行することによ っ

て、人口と J車境の専門知識を関連つ'げることで生

み出される付加価値を実証することであろう o

人口と環演の相関は、単純なものから複雑なものまで織々である。健全な自然環I売は人類ガ生存す

るために不可欠怠ものである。しかし主主ガら急速な人口i曽加は、環涜に多大怠、そして持続不可能な

負荷を与えている。人口の故以上の問題がそこにはある。人口の急i曽ガ貧困と不平等をt広大させれば、

環炭ガ劣化する可能性は更に大きなものと怠る。加えて、人ロガ安定あるいは減少しても、生産と消

費のパタ ン!こよっては持続可能怠開発は不可能となる。しだがって、持続可能な開発を実現するた

めには様々怠問題、 人口i曽加、貧困撲滅、平等、消費レベル、生産授術怠ど に対処すること

lこほか芯ら怠い。

人口と環債の相関関係について更に理解を深め、待続可能怠開発を推進するために積極的に行動す

る能力を向上させるために、はすべきことは多い。しかし、大き怠進展ガ達成され、その進展の結果

として、何をなすべきかlこついて明確な方向性が生まれてきている。

現在、人口i曽加率の低減ガ見られるが、この傾向をさらに推進し怠ければなら怠い。持続可能怠開

発を推進するための政策は人口問題と窃鍛!こ関連したものでなくては怠らず、貧困撲滅芯らびに教育

および健康サピスの改善 特に女性と女児!こ対する それを緊密に関連づけることが必要であ

る。人口移動に対応し、急速にi曽大する都市人口のニーズに持続可能な方法で応えるだめの優先的行

動をとることがまず必要である。いずれも、叩例年lこカイロで開催された国際人口開発会議(ICPD)に

おいて保択された行動計画を徹底的に実施することによって推進できる。
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